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６．環境保全措置の履行状況 

事後調査計画書に記載した建設工事中の環境保全のための措置とその履行状況は、以下

のとおりである。 

 

項 
目 環境保全措置（工事中） 履行状況 

大
気
質 

・今後の詳細な工事計画の策定にあたって
は、周辺の大気環境への影響をさらに低
減できるよう検討を行う。 

・工事区域の周囲に仮囲いを設置し、また
適宜散水及び車両の洗浄を行うなど粉
じんの発生・飛散防止に努める。 

・最新の排出ガス対策型建設機械の採用に
努めるとともに、空ぶかしの防止、アイ
ドリングストップの励行、工事の平準化
及び同時稼働をできる限り回避する等
の適切な施工管理を行い、建設機械等か
らの排出ガスによる周辺環境への影響
をできる限り軽減する。 

・事後調査により、工事中の建設機械や工
事敷地内における工事関係車両の稼働
状況を的確に把握し、予測値を可能な限
り下回るよう稼働調整などの適切な工
事管理を行い、万一、問題が発生した場
合には、関係機関と協議のうえ、適切な
対策等を検討・実施する。 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ
り、適切な荷載を行い、工事関係車両の
台数をできる限り削減する。 

・工事関係車両の走行時間は、ラッシュ時
など混雑する時間帯を避けるとともに、
各工事のピークがなるべく重ならない
ように工程を調整する等の工事の効率
化・平準化に努め、一時的に車両が集中
する時間帯が無いよう計画する。 

・工事関係車両の通行ルートは、幹線道路
をできるだけ利用するとともに、複数の
ルートを設定し、車両の分散化を図る。

・ダンプトラック等のタイヤ洗浄及びシー
トカバー掛け等により粉じんの飛散防
止に努める。 

・事業計画地内においてアスベストを含む
建材及び廃棄物焼却炉が存在すること
から、解体工事着手前に関係法令に基づ
き適切に処理・処分を行い、アスベスト
等の飛散を防止するとともに、事後調査
においてその処理状況等について報告
する。 

 工事区域の周囲に仮囲い（鋼板 3.0ｍ）を設置
しました。また、地上解体工事においては、解
体する既存建物の高さに応じて養生用足場を兼
ねた防音パネルを設置し※写真１参照、養生用足場
の解体後は仮囲い上部にシート（防炎シート
1.5ｍ）を設置し、環境影響の低減に努めました。

 作業中は、散水・車両洗浄を十分に行って粉じ
んの発生・飛散防止を実施しました。※写真２参照

また、作業状況に応じて現場周辺での巡視を行
うとともに、粉じん等の状況の確認を行いまし
た。 

 建設機械選定では、特定特殊自動車排出ガスの
規制等に関する法律（オフロード法）を踏まえ、
排出ガス基準適合車など排出ガス対策型の建設
機械を可能な限り採用しました※写真３参照。また、
建設機械・運搬車両の稼働に関しては、空ぶか
し防止、アイドリングストップ励行を教育しま
した※写真４参照。 

 公共交通機関の利用を奨励し、通勤車両台数の
低減に努めました。 

 建設資材の搬出入車両は可能な限り朝・夕のラ
ッシュ時間帯を避けるように、日々の作業調整
を行いました。また、ピークが重ならないよう
搬出入車両の調整を行い、平準化を行いました。

 入場・退場ともに、四つ橋筋や阪神高速道路等、
複数の幹線道路を通行ルートとして設定し、車
両の分散化に努めました。 

 車両通行路は鉄板敷きもしくはコンクリート通
路とし、タイヤに泥土等が付着しないように徹
底しました。 

 汚泥は上蓋付き車両による搬出を行いました。
※写真５参照 

 アスベストについては、関係法令に基づき解体
工事着手前に調査を実施するとともに、大阪市
環境局に届出書を提出したうえで、除去工事を
実施しました。（実施：平成 25 年４月～平成 26
年６月） 
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項 
目 

環境保全措置（工事中） 履行状況 

水 

質 

・工事区域内の濁水（雨水及び工区内の滞
留地下水）は、工事区域内に沈砂集水ピ
ットを設け、浮遊物の沈殿及び中和処理
を行った後、上澄みを公共下水道に放流
する。 

・ピット内に堆積した土砂は、適宜除去し、
沈砂能力を良好に保つ。また、除去した
土砂は、専門業者に委託し適切に処分す
る。 

 工事区域内に濁水処理を行う除害施設を設置し
ました。区域内の濁水はこの施設を経由して公
共下水道へ放流を行いました。 

 除害施設の点検・維持管理は担当者を選任し維
持管理を行いました。 

 ピット内に堆積した土砂は、適宜除去し、沈砂
能力を良好に保ちました。また、除去した土砂
は、専門業者に委託し適切に処分しました。 

騒
音
・
振
動･

低
周
波
音 

・工事区域の周囲に遮音壁を兼ねた仮囲い
を設置する。 

・地下工事は、１階床を施工した後に地下
の掘削・躯体工事を行う逆打工法を採用
し、地下工事により発生する騒音の周辺
への影響の低減に努める。 

・低騒音・低振動型の建設機械・工法の採
用に努めるとともに、工事の平準化、同
時稼働をできる限り回避する、空ぶかし
の防止、アイドリングストップの励行等
の適切な施工管理を行い、建設機械等か
らの騒音・振動による周辺環境への影響
を軽減する。 

・夜間工事を実施する場合には、周辺環境
に配慮し、できる限り騒音や振動等が発
生しない工種となるよう計画する。 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ
り、適切な荷載を行い、工事関係車両の
台数をできる限り削減する。 

・工事関係車両の走行時間帯は、ラッシュ
時など混雑する時間帯を避けるととも
に、各工事のピークがなるべく重ならな
いように工程を調整する等の工事の効
率化・平準化に努め、一時的に車両が集
中する時間帯が無いよう計画する。 

・工事関係車両の通行ルートは、幹線道路
をできるだけ利用するとともに、複数の
ルートを設定し、車両の分散化を図る。

・事業計画地周辺には住居等も存在してい
ることから、夜間工事を実施する場合に
は、周辺環境に配慮し、夜間工事の実施
内容及び周辺の住居等の存在を踏まえ、
適切な地点、時期及び頻度で事後調査を
行う。 

・事後調査により、問題が確認された場合
には、関係機関と協議のうえ、適切な対
策等を検討・実施する。 

 工事区域の周囲に仮囲い（鋼板 3.0ｍ）を設置
しました。また、地上解体工事においては、解
体する既存建物の高さに応じて養生用足場を兼
ねた防音パネルを設置し、養生用足場の解体後
は仮囲い上部にシート（防炎シート 1.5ｍ）を
設置し、環境影響の低減に努めました。 

 建設機械選定では、国交省指定の低騒音型機械
など騒音対策型の建設機械を可能な限り採用し
ました。また、建設機械・運搬車両の稼働に関
しては、空ぶかし防止、アイドリングストップ
励行を教育しました。 

 夜間工事については、近隣関係者及び監督官庁
（環境局環境管理課北部環境保全監視グルー
プ）と協議のうえ実施するとともに、周辺環境
に配慮して、騒音・振動の発生の抑制や、連続
作業とならないよう工事を行いました。 

 騒音・振動事後調査については、工事工程を踏
まえ着工後 63 か月目の、平成 26 年 5 月 22 日～
23 日に実施しました。昼間、夜間とも騒音・振
動は、規制基準値及び評価書の予測値を下回り
ました。（詳細：本事後調査報告書に記載） 

 埋め戻し材を全量場外から搬入する計画から、
場内で発生するコンクリートガラを活用する計
画に変更し、搬出入車両台数を削減しました。

 作業状況に応じて現場周辺での巡視を行うとと
もに、工事騒音・振動の状況の確認を行いまし
た。 

 公共交通機関の利用を奨励し、通勤車両台数の
低減に努めました。 

 建設資材の搬出入車両は可能な限り朝・夕のラ
ッシュ時間帯を避けるように、日々の作業打合
せを行いました。また、ピークが重ならないよ
う搬出入車両の調整を行い、平準化を行いまし
た。 

 入場・退場共に、四つ橋筋や阪神高速道路等、
複数の幹線道路を通行ルートとして設定し、車
両の分散化に努めました。 
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項 
目 環境保全措置（工事中） 履行状況 

地
盤
沈
下 

・建設工事の実施にあたっては、遮水性の
高い山留壁を構築すること等による側方
及び下方からの地下水の発生の抑制を図
る。 

・既存躯体の地下外壁と底盤をできる限り
残すことで地盤変形の抑制などの対策を
講じ、地盤沈下を生じさせないよう配慮
する。 

 遮水性の高い山留壁を構築する計画としてい
ます。 

 朝日新聞ビルについては、敷地境界沿いの地
下外壁のほぼ全てと底盤の全てを残置し、地
盤沈下を生じさせない計画としました。 

電
波
障
害 

・工事中は、地上躯体の進捗及びクレーン
の設置高さを考慮して、事前に対策が必
要となる地域について、適切な措置をと
る。 

・電波障害対策未実施地域についても、建
物建築の進捗状況を踏まえ自主的に事後
調査を行い、本計画建物の影響が確認さ
れた場合には、適切に対応する。 

 今回報告期間では既存建物の解体工事を実施
しており、地上躯体工事に至っていません。 
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項 
目 

環境保全措置（工事中） 履行状況 

廃
棄
物
・
残
土 

・「建設リサイクル推進計画 2008」で示され
た対象品目のそれぞれの目標値を視野に入
れ、発生抑制・減量化・再資源化等、適正
な措置を講じる計画である。 

・建設汚泥などの品目については、国や行政
の施策や法的整備の動向についても注視し
ながら建設計画に反映していく計画であ
る。 

・「建設工事に係る資材の再資源化等に関す
る法律」等の関係法令に基づき、廃棄物の
発生抑制・減量化・再資源化等について適
正な措置を講じる。 

・使用する建設資材等は、できる限りリサイ
クル製品を使用する。 

・撤去物については、解体建物について事前
調査を実施し、分別解体計画を作成し、分
別解体を実施する。 

・可能な限り場内で種類ごとに分別し、中間
処理業者に引き渡すことにより再生骨材、
路盤材等としてリサイクルを可能な限り図
る。 

・梱包資材の簡素化による廃棄物の発生抑制
や分別コンテナによる廃棄物分別により廃
棄物の減量化に配慮する。 

・産業廃棄物管理票の写しを確実に処理業者
から受取り、最終処分まで適正に処理され
たことを確認する。 

・廃棄物焼却炉の取扱いについては、焼却炉・
煙突等がダイオキシン類に汚染されている
可能性があることから、関係法令を遵守し、
適切に解体を行い、発生する廃棄物につい
ても適切に処理・処分する。 

・アスベストについては、解体工事着手前に
関係法令に基づき適切に処理・処分を行う。

・汚染土壌が確認された場合には、府条例等
に基づき適正に処理する。 

・場内で発生する残土は、土壌の性状に問題
がない場合には、植栽マウンドとして場内
において、できる限り有効利用を検討する。

・場外処理する残土は、現場間流用による埋
め戻し利用、再資源化プラントを経て改良
土として道路路盤材、盛土材に利用するな
ど、できる限り有効利用を検討する。 

・泥水や安定液等をできる限り使用しない工
法採用等により建設汚泥の発生抑制に努め
る。 

 「建設リサイクル推進計画 2008」における
平成 27年度目標値よりも高い水準での発生
抑制・減量化・再資源化等を実践していま
す。 

 場内に廃棄物の専用ヤードを設け、可能な
限り種類ごとに分別し、中間処理業者等に
引き渡すことによりリユース・リサイクル
を推進しました。 

 解体工事では、現場内で小割を行い、鉄骨・
鉄筋への付着物を取り除き、コンクリート
の分別を行いました。 

 埋め戻し材を全量場外から搬入する計画か
ら、場内で発生するコンクリートガラを活
用する計画に変更し、残土の発生抑制に配
慮した計画としました。 

 廃棄物の処理が、適正になされていること
を電子マニフェストによって確認しまし
た。 

 アスベストについては、関係法令に基づき
解体工事着手前に調査を実施すると共に、
大阪市環境局に届出書を提出したうえで、
除去工事を実施しました。（実施：平成 25
年４月～平成 26 年６月） 

 作業員休憩所、工事事務所で発生する一般
ごみの減量化に努めるとともに、分別を推
進し、適切に処分しました。 

文
化
財 

・事業計画地は、周知の埋蔵文化財包蔵地に
含まれることから、掘削工事に先立ち文化
財保護法に基づいた手続きを行い工事に着
手する。 

・掘削工事を極力減らすよう、現況の建物の
基礎をできる限り山留めとして活用する。

・建設工事中に、事業計画地において埋蔵文
化財が確認された場合には、大阪市教育委
員会等と協議を行い、適切に対応する。 

 事業計画地は、周知の埋蔵文化財包蔵地に
含まれることから、文化財保護法に基づき
届出を行いました。 

 掘削工事を極力減らすよう、現況の建物の
基礎をできる限り山留めとして活用する計
画としました。 

 既存地下躯体が存在しない中庭部分で試掘
調査を実施し、大阪市教育委員会による地
層の状況の確認を受けました。（平成 26 年
６月 28 日）※写真６参照 
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項 
目 

環境保全措置（工事中） 履行状況 

交
通
対
策 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ
り、適切な荷載を行い、工事関係車両の
台数をできる限り削減するとともに、ア
イドリングストップの励行等を行う。 

・工事の効率化・平準化に努め、できる限
り車両が集中する時間帯の無いよう計画
し、周辺道路において入場待ち車両が発
生しないような適切な運行に努める。 

・通行ルートについては、幹線道路をでき
るだけ利用するとともに、複数の通行ル
ートを設定し、車両の分散化を図る。 

 公共交通機関の利用を奨励し、通勤車両台数
の低減に努めました。また、工事関係車両の
稼働に関しては、アイドリングストップ運動
を実施しました。 

 建設資材の搬出入車両は可能な限り朝・夕の
ラッシュ時間帯を避けるように、日々の作業
打合せを行いました。また、ピークが重なら
ないよう搬出入車両の調整を行い、平準化を
行いました。 

 入場・退場共に、四つ橋筋や阪神高速道路等、
複数の幹線道路を通行ルートとして設定し、
車両の分散化に努めました。 

 敷地周辺の交通事情を鑑み、運行ルートを追
加しました。 

 

 

 



 29

７．市長意見及びその履行状況 

市長意見及び市長意見に対する事業者の見解及びその履行状況は以下に示すとおりである。 

市長意見 市長意見に対する事業者の見解 履行状況 

１．大気質 

１ 建設機械等の稼
働による影響につい
ては、今後の詳細な
工事計画策定におい
て排出量抑制に努め
るとともに、工事の
実施にあたっては更
なる配慮を行うこ
と。 

今後の詳細な工事計画策定にお
いては、さらに排出量が抑制できる
よう以下のような配慮を行います。
・工事の平準化に配慮し、同時稼
働をできる限り回避する等、建
設機械等からの排出ガスによる
周辺環境への影響を軽減するよ
う努める。 

・工法の選定等により、建設機械
等の効率的な稼働に努める。 
また、工事の実施にあたっては、

周辺地域に対する影響を軽減する
ため、可能な限り最新の公害防止技
術や工法等を採用し、低公害型機材
を使用します。さらに建設資機材等
の運搬にあたっては、車両通行ルー
トの適切な選定、通行時間帯の配
慮、輸送効率の向上、運転者への適
正走行の周知徹底、工事関係車両の
運行管理等により周辺環境に配慮
します。 
（評価書178頁、473頁、474頁） 
 

 工事を極力平準化し、建設機械
の同時稼働をできる限り回避
しました。 

 車両通行路は鉄板敷きもしく
はコンクリート通路とし、タイ
ヤに泥土等が付着しないよう
に徹底するとともに、散水・車
両洗浄を十分に行って粉じん
の発生・飛散防止を実施しまし
た。 

 汚泥は上蓋付き車両による搬
出を行いました。※写真５参照 

 埋め戻し材を全量場外から搬
入する計画から、場内で発生す
るコンクリートガラを活用す
る計画に変更し、搬出入車両台
数を削減しました。 

 建設機械・運搬車両の稼働に関
しては、空ぶかし防止、アイド
リングストップ励行を教育し
ました。 

 作業に際しては車両通行ルー
トの適切な選定と適正走行の
周知徹底を行いました。 

 建設資材の搬出入車両は可能
な限り朝・夕のラッシュ時間帯
を避けるように、日々の作業打
合せを行いました。また、ピー
クが重ならないよう搬出入車
両の調整を行い、平準化を行い
ました。 

 

２  事後調査によ
り、建設機械や工事
敷地内における工
事関係車両の稼働
状況を的確に把握
し、予測値を可能な
限り下回るよう稼
働調整などの適切
な工事管理を行う
こと。 

工事中は、建設機械や工事関係車
両の稼働状況等を把握し、適切な工
事管理を行います。なお、万一問題
が発生した場合には、関係機関と協
議のうえ、適切な対策等を検討・実
施します。 
（評価書178頁、473頁、474頁） 

 建設機械や工事関係車両の稼
働状況を把握し、適切な工事管
理を行いました。 
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市長意見 市長意見に対する事業者の見解 履行状況 

２．騒音・振動 

建設工事に関する
事後調査について
は、夜間工事の実施
の有無にも配慮し、
周辺の住居等の存在
を踏まえ、地点、時
期及び頻度について
適切に設定するこ
と。 

事業計画地周辺には住居等も存在
していることから、夜間工事を実施す
る場合には、周辺環境に配慮し、夜間
工事の実施内容及び周辺の住居等の
存在を踏まえ、適切な地点、時期及び
頻度で事後調査を行います。 
なお、事後調査により、問題が確認

された場合には、関係機関と協議のう
え、適切な対策等を検討・実施します。
（評価書474頁、475頁） 
 

 夜間工事は近隣関係者及び監
督官庁（環境局環境管理課北
部環境保全監視グループ）と
協議のうえ実施すると共に、
周辺環境に配慮して、騒音・
振動の発生の抑制や、連続作
業とならないよう工事を行い
ました。 

 昼間及び夜間の工事中の騒音
及び振動調査については、工
事工程を踏まえ、建設作業に
伴う影響が最大となる着工後
63 か月目の平成 26 年５月 22
日～23 日に実施しました。昼
間・夜間とも騒音・振動は、
規制基準値及び評価書の予測
値を下回りました。（詳細：本
事後調査報告書に記載） 
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３．廃棄物・残土 

施設の利用にあた
っては、廃棄物の減
量化、再資源化をよ
り一層推進するた
め、ごみ減量や分別
排出などについて入
居テナントに対する
周知・指導を継続的
に行うこと。 

施設の利用にあたっては、廃棄物の
減量化、再資源化をより一層推進する
ため、これまで実施してきたリサイク
ルボックスの設置及び蛍光灯のリー
ス化等を推進し、ごみ減量化とリサイ
クル推進に努めます。さらに、入居テ
ナント室内へのリサイクルボックス
の設置や啓発文書の配布等を行い、ご
み減量や分別排出などの周知・指導を
継続的に行います。 
（評価書381頁、476頁） 

 東地区においては、各入居テ
ナントへのリサイクルボック
スや分別ボックスを設置する
とともに、ごみの減量・分別
排出について周知し、ごみの
減量化とリサイクル推進に努
めています。 

 店舗の廃棄物については、処
分費用に対する従量制を導入
し、減量化の推進に取り組ん
でいます。 

 西地区においても入居テナン
トにリサイクルボックスの設
置を検討します。 

 

４．地球環境 

西 地 区 に つ い て
は、可能な限り温室
効果ガスの排出抑制
につながる施設計画
とすること。 

西地区についても、東地区に導入し
た熱供給の実績、または環境に配慮し
た新技術による熱供給提案などの内
容も見極めながら、さらなる温室効果
ガスの排出抑制につながるような施
設計画を検討していきます。 
（評価書21頁、402頁、476頁） 

 東地区に導入した熱供給の実
績を踏まえ、西地区について
も東地区と同様に地域熱供給
システムを導入する計画で
す。 

 河川水への影響については評
価書にて予測・評価済みです。

 河川水は東地区からの供給を
計画しており、新たな取水口、
放水口は設けません。 
 

５．水質、水象、動物、植物、生態系 

事業の実施にあた
っては、熱供給事業
の実施に伴う河川環
境への影響を極力低
減するよう、熱供給
事業者と連携して環
境保全に努めるこ
と。 

熱供給事業者において行われた予
測評価の結果をもとに、熱供給事業に
よる河川環境への影響は軽微である
と判断していますが、事業の実施にあ
たっては、ホールでの公演スケジュー
ルを事前に熱供給事業者に報告する
など、効率的な熱供給プラントの運転
を行い、河川環境への影響をできる限
り低減できるよう、熱供給事業者と連
携を図り環境保全に努めます。 
（評価書205頁、422頁、428頁、430頁、
434頁） 

 熱供給事業の実施に関して
は、ホールでの公演スケジュ
ールを事前に熱供給事業者に
報告し、効率的な熱供給プラ
ントの運転に対する協力を行
うことにより、環境保全に努
めています。 

 西地区において地域熱供給シ
ステムを導入した際は、河川
環境への影響をできる限り低
減できるよう、熱供給事業者
との連携を検討します。 
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８．履行状況写真 

履行状況の写真を参考として添付する。 
 

写真１ 仮囲い 

（鋼鈑 3.0ｍ＋養生用足場を兼ねた防音パネル） 

写真６ 大阪市教育委員会による地層状況の確認 

（埋蔵文化財に対する配慮） 

写真３ 環境配慮型建設機械の使用 

（排ガス基準適合車、低騒音型） 

写真４ 協力会社への環境教育実施 

（空ぶかし防止、アイドリングストップ励行） 

写真５ 上蓋付き汚泥搬出車両とタイヤ洗浄 

（車両による粉じんの飛散防止） 

写真２ 解体時の散水 

（粉じんの発生・飛散防止） 


